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当第2四半期業績は、
売上⾼が、前年同期⽐25億円減少の、242億円となり
2期連続の減収となりました。

利益⾯でも、
営業損失 14億円、
経常損失 12億円、
親会社株主に帰属する四半期純損失 7億円となり
2期連続の減益となりました。
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当社グループは、売上⾼が下期偏重であり、
収益構造上、上期は固定費⽤を吸収できず、
利益額が⼩さい傾向にあります。
今期は減収額が25億円と⼤きく、2期連続の損失となりました。

7⽉に公表した業績予想に対しましては、
戦略的に実⾏予定だった、プロモーション及び投資費⽤の⼀部を
下期に繰り延べたこと、
コロナ禍での営業活動費の減少等により、各利益は改善しました。
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このスライドは、事業別売上⾼と営業費⽤の前年同期⽐較を⽰しています。

・企業向けに住宅地図帳やパッケージ商品を提供する「プロダクト事業」、
中央省庁や⾃治体向けにビジネスを展開する「公共ソリューション事業」 は、
コロナ禍で営業活動の制約はあったものの影響は限定的で、
ストック型ビジネスが堅調に推移し、受託関連ビジネスも増加したことで、
ともに前年同期⽐増収となりました。

・企画地図やオリジナルの地図柄商品等を提供する「マップデザイン事業」は、
新型コロナウイルス感染症拡⼤の影響により、イベント関連が延期・中⽌、
観光地図関連ビジネスが減少し、前年同期⽐では2億円の減収となりました。

・「オートモーティブ事業」は、新⾞販売台数の減少を背景に、
カーナビゲーション⽤データ販売が減少しました。
⾜元は回復基調にあるものの、第1四半期からの減収の影響が⼤きく、
前年同期⽐では17億円の減収となりました。

・「IoT事業」は、スマートフォン向けサービスの有料会員数の減少や、
プラットフォーマーとの契約終了といった減収要因もありましたが、
ソリューションビジネスが堅調に推移し、事業全体では増収となりました。

・中⼩企業、個⼈事業主を主な対象とする「マーケティングソリューション事業」は、
新型コロナウイルス感染症拡⼤の影響により、取引先のイベントや販促活動の
中⽌・縮⼩等により、前年同期⽐では10億円の減収となりました。

以上の結果、減収に伴う変動費の減少や、営業活動の制約により、
営業費⽤も減少しましたが、減収の影響が⼤きく、営業損失が拡⼤しました。



ZGP25で区分した事業別売上⾼を前年同期と⽐較したグラフ
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キャッシュ・フローの状況については、

・営業活動では、
前年同期⽐で7億円減少し、30億円の収⼊となりました。

・投資活動では、
ソフトウェアの開発投資は、例年同⽔準で継続実施しており、
有形固定資産の取得などと合わせて24億円の⽀出となりました。
その結果、フリーキャッシュフローは、5億円の収⼊となりました。

・財務活動では、
今年4⽉に、NTTへ第三者割当による⾃⼰株式の売却を
実施したことなどにより、24億円の収⼊となりました。
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当社グループの売上⾼及び利益の⼤半は、第4四半期に
集中しています。

上半期は、業績予想に対して費⽤繰り延べにより、
損失額に改善が⾒られたものの、現時点において、
下半期の新型コロナウイルス感染症の再拡⼤、⼜は、
収束時期や経済活動の回復⾒通しが不透明であることから、
7⽉29⽇に公表した通期業績予想の前提を変更せず、
売上⾼585億円、営業利益15億円のまま、据え置くものとします。
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配当⾦について

当社は安定的かつ継続的な配当の実施を基本⽅針としており、
⽬標とする指標も配当性向ではなく、DOEを採⽤しています。

今期業績は厳しい状況ではありますが、⽅針に則り、
中間配当は当初予想どおり、１株当たり12円50銭としました。
期末配当も同じく12円50銭を⾒込んでおり、
2021年3⽉期の年間配当⾦は、1株当たり25円を予定しています。

※2018年4⽉1⽇付で株式分割（1:1.5）を実施
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事業別の進捗、取り組みについて



プロダクト事業は、
フロー型ビジネスから、GISパッケージなどのストック型ビジネスへの
移⾏が順調に進捗し、前年同期⽐増収となりました。

GISパッケージシリーズは、新しいエリア価格プランの導⼊、
対象業務の拡⼤などを⾏い、さらなる拡販に取り組んでいます。

引き続き商品開発等を強化することにより、
ZGP25 1stステージ（2022年3⽉期まで）で、
ストック型ビジネスの売上⽐率50%達成を⽬指します。
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公共ソリューション事業は、
受託案件や地図データ販売が好調で、前年同期⽐増収となりました。

⾃治体向けのストック型サービスである
「ゼンリン住宅地図LGWAN」の導⼊も順調に進捗しています。
今期は、需要の⾼まる防災関連の機能を強化し、
⾃治体のご担当者にも⾼評価をいただいています。

現在、住宅地図データを利⽤する⾃治体は約900⾃治体となり、
ZGP 1stステージの⽬標である1,000⾃治体への拡⼤に向けて、
引き続き、「ゼンリン住宅地図LGWAN」の導⼊を推進していきます。
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マップデザイン事業は、
新型コロナウイルス感染症拡⼤の影響により、イベント関連、
観光関連ビジネスが減少し、前年同期⽐減収となりました。

当事業は⽴ち上げの途上であり、
新商品の開発・投⼊や直販店の開設により、
⼀般コンシューマーにも少しずつ認知を広げています。
今後も商品開発・チャネル開発に注⼒し、事業の拡⼤を⽬指します。

14



オートモーティブ事業は、
新型コロナウイルス感染症拡⼤の影響等による
新⾞販売台数の減少により、
カーナビゲーション⽤データ販売が減少し、
前年同期⽐⼤幅減収となりました。

⾃動⾞市場は回復基調であり、下期のカーナビゲーションビジネスは
改善を⾒込んでいますが、⾃動運転関連等の受託案件獲得は、
厳しい状況が続くと捉えています。

⾃動⾞業界は今、CASEに象徴される⼤変⾰期を迎えています。
今期は厳しい状況ではありますが、
当社も、カーナビゲーションビジネスにおけるサービスモデルの転換など、
中⻑期的な⾃動⾞市場を⾒据えた取り組みを
引き続き推進していきます。
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IoT事業は、
スマホ有料会員数の減少、プラットフォーマーとの契約終了がありましたが
モビリティサービスや物流、⾦融等の分野でソリューションビジネスが
堅調に推移し、事業全体では前年同期⽐増収となりました。
（ソリューションビジネスの取り組みについては次ページ参照）

今後のIoT社会を⾒据え、
アライアンスによる事業基盤の強化や、
ドローン、MaaSといった先進的な取り組みも継続していきます。
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IoT事業は、⼤⼿企業向けのソリューションビジネスにより
事業拡⼤を⽬指しています。
これまでは、各社に合わせた機能開発を⾏っていましたが、
ノウハウが蓄積できたことから、
提供スピードとお客様の利便性を向上するための
流通基盤の開発に、昨年より着⼿しました。

当社は、様々な調査⼿法で収集した情報を、データとして整備し、
時空間データベースで⼀元管理しています。
この豊富な情報を利活⽤する機能を備えた流通基盤として
「ZENRIN Maps API」を開発しました。
これら多様なAPIを活⽤し、
お客様のニーズや課題解決に適したソリューションを
効率的に提供できる環境が整いましたので、
今後、ソリューションビジネスの提供を加速していきます。
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マーケティングソリューション事業は、
新型コロナウイルス感染症拡⼤の影響による各種イベント中⽌や
取引先の販促活動の縮⼩を受け、
ダイレクトメール（DM）、チラシ等の印刷や広告取引が減少し、
前年同期⽐減収となりました。

当社は、今年4⽉にグループ会社の再編を⾏い、
⼀連のマーケティング活動をワンストップで提供できる新体制を
確⽴しました。
DM・印刷等の既存事業は厳しい環境が続きますが、
この新体制でグループシナジーを発揮し、
マーケティング⽀援市場における新たなサービスの商品・開発に
取り組んでいきます。
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「らくらく販促マップ」は、
中⼩企業・個⼈事業主の販促活動を⽀援するパッケージ商品です。
マーケティングソリューション事業における新たな顧客獲得を
⽬指します。
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投資家の⽅より事前にいただいたご質問の中から、
「データベース整備の効率化」の取り組み状況を説明します。

当社は、「現実世界のライブラリー化」をミッションとし、
デジタルツイン（仮想空間で現実世界を再現する技術）の実現、
及びその活⽤を⽬指して、時空間情報の構築を⾏っています。

その為のデータベースの開発・整備は当社事業の根幹であり、
その維持管理コストの低減は、最重要課題として常に取り組んでいます。

具体的には、紙地図をベースに⾏っていた現地調査や整備⼯程において、
現地よりダイレクトにデータ⼊⼒ができる「調査端末」の順次導⼊開始や、
計測⾞両で収集した「位置データと画像情報」からの整備を可能にするなど、
新たな技術による業務効率化で、コスト低減を実現しています。
⾃動運転などに使⽤される⾼精度地図データにおいても、独⾃の研究開発による
専⽤の計測⾞両を使⽤し、情報収集・整備を⾏っています。

さらに今後は、多様なアプリケーションへの対応やデジタルツインの実現の為、
時空間情報には、今まで以上に、精度、対象物の種別、その機能・意味情報が
必要になると想定されます。
当社は、AIの利⽤や、他社との様々な共同研究・開発も進めており、
さらなる技術⾰新による⼯程の最適化を図ることで、
既存データの整備コスト低減と、新たなデータ整備の実現を⽬指します。
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